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筆者は、2016 年 2月にチリ・ボリビア・ペルーを、2017 年 1〜2月にエクアドル・コロンビアを、
同年 11 月にメキシコ・グアテマラ・パナマを訪問し、各国の公文書管理の現状調査を行い、本誌
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写真 1 ドミニカ共和国の国家総合文書館にある、文書のデジタル化を行う 
機械。（筆者撮影） 
 




































































































2 日本公証人連合会ウェブサイト（http://www koshonin.gr.jp/system/s03/s03_01, 2019 年 7 月 3 日アクセス）より引
用（用語統一のため一部修正）。 
3 https://www.uinl.org/notariados-miembros（2019 年 7 月 3 日アクセス）. 
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のが現状である。 














館に移管される文書の割合はかなり低いようである。職員数は 54 人で、うちアーキビストは 4 人
であった。 








マラとの違いがみられた。グアテマラの公証人文書館の正式名称は”Archivo General de Protocolos”
で、厳密には「公正証書原簿（Protocolos）」の文書館と謳っている。一方プエルトリコの場合、名
称は”Archivo Notarial”（公証人文書館）であり、実際のところ公正証書原簿だけでなく「謄本
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1 冊、謄本はひとりの公証人の数年分で 1 冊という単位で製本されている。プエルトリコ全体で










































世界全体で 35000 箱、5000 万点の文書を収蔵している。そのうち、本部の文書が収蔵されてい














































                                                        
4 ここでは国とみなして他国と比較する。 
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